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 市は、総合計画に掲げる将来都市像を市民と共有し、その実現に向けた市民との協働

によるまちづくりを進めている。 

 この将来都市像を実現するためには、将来を見据えて、施策を着実に進めていくこと

が重要であり、限られた財源の中で、財政の健全性を保ちながら、計画的かつ効率的な

財政運営を行っていく必要がある。 

 そこで、財政運営の基本的事項を定め、計画的な財政運営の仕組みを構築し、将来世

代に過度な負担を残すことのない安定した財政運営を確保し、もって市民生活の向上に

寄与するため、この条例を制定する。 

【解説】 

 条例制定の意味、ねらいを明らかにしていくため、前文を定めました。 

 

 

第１章 総則 

 

第１条 目的 

 （目的） 

第１条 この条例は、市の財政運営に関し基本的な事項を定めることにより、健全な財政

運営の確保を図り、もって市民福祉の向上に資することを目的とする。 

【解説】 

１ 本条は、本条例の目的を定めたものです。 

２ 本条例の目的は、市の財政運営に関し基本的な事項を定めることにより、健全な財政

運営の確保を図り、健全な財政運営によってもたらされた財源を原資として、施策を安

定的かつ効率的に推進することにより、市民福祉の維持及び向上させることです。 

 

 

第２条 定義 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め 

 るところによる。 

  総合計画 市政運営の最も基本な計画で、総合的かつ計画的な行政運営の指針と 

  なるものをいう。 

  中期財政計画 中期的な期間における各年度の財政見通しをいう。 

  行政経営方針 中期財政計画を踏まえ、総合計画に基づく施策の方向性及び優先 

  度を示した方針で、実施計画策定の指針となるものをいう。 

  実施計画 総合計画に基づく施策及び方針を戦略的に推進するため、事業の優先 

  度を明確にした計画で、予算編成の指針となるものをいう。 

  個別計画 総合計画以外の計画で、特定の行政分野において個別的に策定された 
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  ものをいう。 

【解説】 

１ 本条は、本条例の規定に関し必要な用語について、定義を定めたものです。 

 

 

第３条 財政運営の基本方針 

 （財政運営の基本方針） 

第３条 市は、将来に責任を持ち、持続可能な財政構造を構築するとともに、透明性の高

い財政運営を行わなければならない。 

２ 市は、中長期的な財政見通しの下に、計画的かつ効率的な財政運営を行わなければな

らない。 

【解説】 

１ 本条は、市が財政運営を行うに当たりよるべき基本方針について定めています。 

２ 第１項関係 

  「将来に責任を持ち」とは、現世代と後世代の住民の間の負担の公平性や、現在行

っている地方債の発行等が将来の財政運営にどのような影響を及ぼすかについて十分

検討しなければならない旨を定めています。 

 「持続可能な財政構造を構築する」とは、将来にわたり必要な行政サ－ビスを継続

して提供できる財政構造を構築しなければならない旨を定めています。 

  「透明性の高い財政運営」とは、財政運営に関する資料は複雑で、専門的であるこ

とから、分かりやすさに配慮しながら、財政情報の積極的な公表を行う旨を定めてい

ます。 

３ 第２項関係 

 「中長期的な財政見通しの下に」とは、予測しがたい情勢の変化に対応できるよう、

中長期的な視点から財政状況の見通しを持たなければならない旨を定めています。な

お、第１５条において、市長は、中期財政計画を策定しなければならないと定められ

ています。 

 「計画的かつ効率的な財政運営」とは、財政運営に当たり、自ら定めた計画にのっ

とり規律を保ち、又、予算執行等の財政運営に当たっては、「最少経費による最大効

果」を挙げなければならない旨を定めています。 

 

 

第４条 市長の責務 

 （市長の責務） 

第４条 市長は、前条に規定する財政運営の基本方針に基づき財政を健全に運営しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、総合的かつ計画的な行政運営を行うため、総合計画を議会の議決を経て策定

しなければならない 

３ 市長は、地方自治法その他関係法令の趣旨を踏まえ、適切な会計処理を行わなければ
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ならない。 

【解説】 

１ 本条は、市長の果たすべき責務について定めています。 

２ 第１項関係 

  財政運営の方針とは、財政運営に当たり市がよるべき方向性を示したものです。この

ことから、本項では、自治体経営の最高責任者である市長が「財政運営の方針」を守り、

その方針に基づいて財政を健全に運営しなければならない旨を定めています。 

３ 第２項関係 

  「総合的かつ計画的な行政運営を行うため、総合計画を議会の議決を経て策定しな

ければならない。」とは、計画的で効率的な行政運営を行うためには、総合計画を策

定し、その計画に基づき施策等を推進していく必要があることから、市長が総合的か

つ計画的な行政運営を行うため、市の総合的な計画である総合計画を策定しなければ

ならない旨を定めています。 

  「議会の議決を経て」とは、総合計画は、市の最も重要な計画であることから、こ

れまで議決事件とされていた基本構想と同様に、住民の代表機関である議会という公

開された場において討議され、議決を得なければならない旨を定めています。「議会

の議決を経て」とすることにより、地方自治法第９６条第２項の規定により議決事件

となります。 

４ 第３項関係 

  本項では、関係法令を遵守しつつ、最も適切な会計処理を行わなければならない旨を

定めています。 

 

 

第２章 財政運営の指針 

 

第５条 歳入の確保及び歳出の見直し 

 （歳入の確保及び歳出の見直し） 

第５条 市長は、歳入について、増収を図るための手法を検討するとともに、公租公課

等の適切な徴収に努めなければならない。 

２ 市長は、歳出について、継続的な事務の見直し及び合理化並びに計画的かつ効率的

な予算執行に努めなければならない。 

【解説】 

１ 本条は、市の財政運営において重要な位置を占める歳入及び歳出についての基本的な

事項を定めています。 

２ 第１条関係 

  第１条の解説でも述べたように社会経済情勢が変化する中、市の税収は伸び悩んでお

り、今後より一層財源の確保が厳しくなることが予想されます。 

  このことから、本項では、市が増収を図るための方策を検討し、及び市税の徴収率の

向上、市の債権の適切な管理等に努めなければならない旨を定めています。 
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３ 第２項関係 

 地方公共団体は、事務の執行に当たっては、最少経費による最大効果を挙げるよう

努めなければなりません。このことから、本項では、業務効率化について歳出の面か

ら規定しています。 

 「継続的な事務の見直し及び合理化」とは、事務事業の見直し等を行い、効率的な

行政運営に努めなければならない旨を定めています。 

 「計画的かつ効率的な予算執行」とは、予算の執行に当たっては、自ら定めた計画

にのっとり規律を保ち、最少経費による最大効果を挙げるために事務の合理化を図る

よう努めなければならない旨を定めています。 

【運用】 

１ 第１項関係 

  増収を図るための方策としては、法定外税の新設、公共施設等の有効活用及び国及び

県の補助金の有効活用等並びに総合的なまちづくりの観点から産業誘致、国の事業の誘

致等が考えられます。 

２ 第２項関係 

  委託又は指定管理により実施している事業についは、委託等により実施することが適 

 当か、支払っている委託料等が適当かなどについて検討を行います。 

  

 【用語の説明】 

  公租公課 地方公共団体などが強制的に賦課徴収する、国税、地方税などの「公租」

と、租税以外の賦課金や罰金などの「公課」を含めたものをいいます。 

 

 

第６条 公共施設その他の資産の管理 

 （公共施設その他の資産の管理） 

第６条 公共施設その他の資産は、次に掲げるところにより、長期的な観点から適切に管理

理されなければならない。 

  維持及び修繕に要する見込みの費用を計算すること。 

  使用の状況を踏まえ、用途の見直し、統廃合等の可能性を検討すること。 

【解説】 

１ 本条は、資産の管理及び運用についての基本的な事項を定めています。 

２ 本条は、市の資産が資産の修繕等に掛かる予算をあらかじめ積算し基金に積み立てる

など、長期的な観点から善良なる管理者の注意をもって資産を管理され、当該資産の用

途用途に応じて最も効果が上がるように資産を活用されなければならず、場合によって

は、用途の見直し、売却等を含めた検討が行わなければならない旨を定めています。 

  

 

第７条 基金 

 （基金） 
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第７条 市は、市税収入の急激な減少、災害発生その他緊急を要し、かつ、必要やむを得

ない行政需要に対応するため、適当と認められる額の資金を財政調整基金に留保しなけ

ればならない。 

２ 市は、安定した財政運営に資するため、資金の留保の必要が認められる事業について

は、基金を設けて計画的に資金の積立てを行うよう努めなければならない。 

【解説】 

１ 本条は、市が設置する基金についての基本的な事項を定めています。 

２ 第１項関係 

  本項は、地方財政法により年度間の財源調整のために設置が義務付けられている財政

調整基金について規定しています。 

３ 第２条関係 

  本項では、将来の財政負担を考慮し、事業が計画的に実施できるよう、計画的に資金 

 を積み立てるよう努めなければならない旨を定めています。 

 

【用語の説明】 

財政調整基金 年度によって生じる財源の不均衡を調整するために積み立てておくもので、

地方財政法第４条の３の規定により設置が義務づけられている基金をいいます。 

 

 

第８条 起債 

 （起債） 

第８条 市は、地方債の発行（以下「起債」という。）に当たっては、次に掲げる事項に

留意し、起債の適否、限度額等を決定しなければならない。 

  起債以外の財源調達の可能性 

  将来において当該地方債の償還を市民が負担することの妥当性 

  後年度の財政運営に与える影響 

２ 市は、毎年度の起債の合計額が地方債元金償還額を下回るよう努めなければならな

い。ただし、重要又は緊急な行政課題に対応するため特に必要がある場合については、

この限りでない。 

３ 市長は、前項ただし書きの規定により起債を行うときは、その理由を明らかにしなけ

ればならない。 

【解説】 

１ 本条は、地方債の発行（以下「起債」という。）についての基本原則を定めています。 

２ 第１項関係・第２項関係 

起債は市の歳入手段の一つですが、後年度にわたり財政に大きな影響を及ぼすことか

ら、地方債の発行に当たっては、特に注意する必要があります。 

また、地方債の償還に係る経費は、借り入れによって支払義務が確定するものであり、

人件費等の他の義務的経費と比べても義務的性格が強いものとなります。一度こうした

経費が増大すると、短期間に縮小することは難しく、財政の硬直化をもたらすため、市
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は、財政運営上特に注意を払い、負債に対する世代間の負担の均衡に配慮しつつ、償還

能力の観点から負債の抑制を図る必要があります。 

このことから、第１項では、起債に当たり、市が留意しなければならない事項につい

て、第２項では、市が起債するに当たっては、毎年度の起債の合計額が当該年度の地方

債元金償還額を下回るよう努めなければならない旨を定めました。 

３ 第２項ただし書関係 

  「緊急又は重要な行政課題に対応するために必要がある場合」とは、災害又は不測の

事態が生じた場合、社会経済状況等の変化により発生した新たな行政課題に対して、迅

速かつ機動的に対応するため、一時的に大きな財政出動が避けられない場合等を想定し

ています。具体的には、駅北口土地区画整理事業、学校建設等が挙げられます。 

 

【用語の説明】 

１ 地方債 地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第５条ただし書及び同法以外の法

令により発行した地方債をいいます。 

  地方債の主な機能は、次のとおりとなります。 

  財源の不足を補う。 

  年度間の財源調整し負担の平準化を図る。 

  世代間の負担の公平化を図る（例えば、現世代が起債により調達した資金により整

備した公共施設等は、将来世代も利用しその利益を受ける。このように受益と負担に

ついて、将来世代による負債の償還という形で公平性を図ることができます。）。 

２ 地方債元金償還額 地方債の返済に掛かるお金のうち元金分をいいます。 

 

 

第９条 使用料等の見直し 

 （使用料等の見直し） 

第９条 市は、使用料、手数料、負担金等について、受益と負担の関係を考慮し、定期的

に見直しを行わなければならない。 

【解説】 

１ 本条は、使用料、手数料、負担金等について、定期的に見直しを行うことを定めてい

ます。 

２ 「受益と負担の関係を考慮」とは、使用料、手数料、負担金等は、歳入の中でも公共

施設の利用者など特定の市民等から徴収するものであるため、利用する市民と利用しな

い市民の間での受益と負担のバランスについて考慮しなければならない旨を定めていま

す。 

 

【用語の説明】 

１ 使用料 行政財産の目的外使用又は公の施設の使用の対価として徴収する料金をいい

ます。なお、使用料には、地方公営企業の料金も含まれ、水道料金も該当することにな

ります。 
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２ 手数料 特定の者のために行う公の役務に対し、その費用を補うため、又は報償とし

て徴収する料金をいいます。 

３ 負担金 特定の事業に要する経費に充てるために、その事業に特別の関係のある者に

対して課する公法上の金銭給付義務のことをいいます。 

 

 

第１０条 補助金等の見直し 

 （補助金等の見直し） 

第１０条 市長は、補助金等について、公益性、公平性、有効性等の観点から、定期的に

見直しを行わなければならない。 

【解説】 

１ 本条は、補助金等について、定期的に見直しを行うことを定めています。  

２ 歳出のうち、補助金等は、地方自治法第２３２条の２の規定により公益上必要がある

場合に交付できると規定されおり、市が行う施策を効果的に推進する上で必要があると

認められる場合に特定の市民、団体等に補助を行っています。 

 

  

第１１条 委託料等の見直し 

 （委託料等の見直し） 

第１１条 市長は、委託料等について、有効性、効率性等の観点から、定期的に見直しを

行わなければならない。 

【解説】 

１ 本条は、委託料等について、定期的に見直しを行うことを定めています。 

２ 委託料とは、委託料、指定管理料を言います。 

 

第１２条 情報の公表 

 （情報の公表） 

第１２条 市長は、市民及び議会に対して財政に関する情報を、積極的に公表しなければ

 ならない。 

【解説】 

  本条は、市長が行う情報の公表について定めています。健全な財政運営を目指す上で、 

 市民及び議会に財政について理解を求め、協力を得ることが重要となります。 

  このことから、市長が市民及び議会に対して財政に関する情報を積極的に公表しなけ

ればならない旨を定めています。 

 

 

第１３条 財務諸表の作成及び公表 

 （財務諸表の作成及び公表） 
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第１３条 市長は、毎年度、次に掲げる財務諸表を作成し、これを議会に報告するととも

に公表しなければならない。 

  貸借対照表 

  行政コスト計算書 

  純資産変動計算書 

  資金収支計算書 

２ 前項各号の財務諸表は、次に掲げる区分ごとに、作成されなければならない。 

  普通会計に係る財務諸表 

  普通会計及び公営事業会計並びに市が出資する法人等に係る会計を連結した財務諸

  表 

【解説】 

１ 本条は、市長が作成し、議会に報告するとともに公表しなければならない財務諸表に

ついて定めています。 

２ 第１条関係 

  財務諸表の種類、意義及び定義は次の表のとおりとなります。財務諸表の作成により、

市の財政をフローとストックの両面から把握することができます。 

種類 意義 定義 

貸借対照表 

 基準日時点における地方公共

団体の財政状態（資産、負債、

純資産などのストック項目の残

高）が明らかになります。 

 作成基準日時点における地方公共団

体の保有する財産（資産）とその財産

を形成するために使用した財源（負債

・純資産）を対照表示したものです。

左側（借方）の財産と右側（貸方）の

財源の金額が必ず均衡するため、バラ

ンスシートとも呼ばれます。 

行政コスト計算書

 その差額として、地方公共団

体の一会計期間中の行政活動の

うち、資産形成に結びつかない

経常的な活動について税収等で

まかなうべき行政コストが明ら

かになります。 

 ４月１日から翌年３月３１日（作成

基準日）までの１年間で、地方公共団

体が提供した資産形成に結びつかない

行政サービスに要した費用とその費用

のうち受益者が負担した金額を表した

ものです。 

純資産変動計算書

 地方税、地方交付税などの一

般財源、国庫支出金などの特定

財源が純資産の増加要因として

直接計上され、行政コスト計算

書で算出された純経常費用が純

資産の減少要因として計上され

ることなどを通じて、一年間の

純資産総額の変動が明らかにな

ります。 

 

 貸借対照表の貸方の「純資産の部」

の計上額が、１年間でどのように増減

したかを表したものです。 

資金収支計算書 
  １年間の資金（歳計現金、キャッシ

ュ・フロ－）の収支状況（地方公 
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 共団体の行政活動に伴う現金等の資金

の流れ）を「経常的収支の部」、「公

共資産整備収支の部」及び「投資・財

務的収支の部」の３つの区分に分けて

表したものです。 現金等の収支の流

れを示したものであることから、キャ

ッシュ・フロ－計算書とも言います。 

２ 第２項関係 

  地方公共団体と関係団体を総合した連結財務書類を作成することにより、公的資金等

によって形成された資産の状況、その財源とされた負債・純資産の状況、さらには行政

サ－ビス提供に要したコストや資金収支の状況など、普通地方公団体を中心とする行政

サ－ビスの提供主体の財務状況を一体的に把握することが可能となります。 

 

【用語の説明】 

１ 普通会計 公営事業会計を除いた会計とされ、和光市では、一般会計のみが該当しま

す。 

２ 公営事業会計 普通会計以外の会計とされ、和光市では、水道事業会計、下水道事業

特別会計、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計及び介護保険事業

特別会計が該当します。 

 

 

第１４条 財政運営判断指標の算定及び公表 

 （財政運営判断指標の算定及び公表） 

第１４条 市長は、毎年度、会計管理者から決算の提出を受けた後、速やかに次に掲げる

財政運営判断指標を算定し、これを議会に報告するとともに、公表しなければならな

い。 

  経常収支比率 

  財政調整基金比率 

  地方債残高比率 

  人口１人当たりの地方債現在高 

  実質公債費比率 

  将来負担比率 

  特定目的基金を含めた実質単年度収支 

【解説】 

１ 本条は、財政運営状況を示す指標として、財政運営判断指標を定め、公表等の義務に 

 ついて定めています。 

２ 財政運営判断指標の、種類、意義及び定義は次の表のとおりとなります。 

指標の種類 意義 定義 

経常収支比率 
 財政構造の弾

力性を測る指標 

 人件費、扶助費及び公債費のように毎年度経常

的に支出される経費に対して、市税等のように毎
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年度経常的に収入される一般財源がどの程度使わ

れているかを示す比率をいいます。 

 この比率が高いほど財政構造の硬直化が進んで

いることになります。 

財政調整基金比率 
 財源の留保に

ついての指標 

 標準的な１年間の収入に対して財政調整基金へ

の積立が占める割合を示す比率をいいます。 

地方債残高比率 

 標準的な１年間の収入に対して、地方債の残高

がどの程度の割合であるかを示す比率をいいま

す。 

人口１人当たりの 

地方債現在高 

 地方債残高の

度合いを測る指

標 

 住民基本台帳人口（住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号）に基づき、市町村に備えてある

住民基本台帳に記録されている住民の人口をいい

ます。）に対して、一般会計の地方債の残高がど

の程度あるかを示すものをいいます。 

実質公債費比率 
 借金返済の大

きさを測る指標 

 標準的な１年間の収入に対して、当該年度の公

債費等（借金の返済等）に充てられた一般財源の

額がどの程度の割合であるか示す比率をいいま

す。 

将来負担比率 

 将来の財政負

担の大きさを測

る指標 

 地方債残高等、将来への負担となる金額が標準

財政規模に対してどの程度の割合であるかを示す

ものをいいます。 

特定目的基金 

を含めた 

実質単年度収支 

 年度の純粋な

収支 

単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基

金及び特定目的基金への積立額及び地方債の繰上

償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金及び特

定目的基金の取崩し額）を差し引いた額。 

※ 実質公債費比率及び将来負担比率については、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律において公表が義務付けられている指標となります。 

２ 本条は、市長が会計管理者から決算の提出を受けた後、財政運営判断指標の実績値を

確定させ、その実績値を速やかに議会へ報告するとともに、公表しなければならない旨

を定めています。 

 

【用語の説明】 

１ 会計管理者 地方自治法第１６８条の規定により置かれた地方公共団体の会計をつか

さどる一般職の職員をいいます。 

 

第３章 計画的な財政運営 

 

 

第１５条 中期財政計画の策定 
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 （中期財政計画の策定） 

第１５条 市長は、毎年度、総合計画との整合性を図った上で、中期財政計画を策定し、

これを議会に報告するとともに、公表しなければならない。  

２ 中期財政計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  一般会計及び特別会計の歳入歳出見込額  

  財政調整基金その他財政の安定化のために資金を留保している基金の現在高見込額

  地方債の現在高見込額 

  財政運営判断指標の見込み 

  財政運営判断指標の目標値 

【解説】 

１ 本条は、中期財政計画の策定義務等について定めています。 

２ 第１項関係 

 「総合計画との整合性を図った上で」とは、市の主要な施策は、総合計画に基づき

計画的に行われるものであることから、中期財政計画は、総合計画との整合性を図ら

なければならない旨を定めています。このことにより、財政的な裏づけのない政策選

択に歯止めをかける効果が期待されます。 

  「中期的な期間」とは、原則として５年間とします。 

  「中期的な期間における各年度の財政見通し（以下「中期財政計画」という。）を

策定し」とは、自治体財政は、単年度予算主義の原則に基づき運営されていますが、

計画的な財政運営を行っていくには、財政について中期的な見通しを持つことが必要

となるため、市長が毎年度、中期財政計画を策定しなければならない旨を定めていま

す。 

３ 第２項関係 

  本項は、中期財政計画に記載しなければならない事項について定めています。 

 

【用語の説明】 

１ 一般会計 行政運営の基本的な経費を経理する中心的な会計をいいます。 

２ 特別会計 特定の事業を行う必要がある場合や、法律により設置が義務付けられてい

る会計をいいます。和光市では、光市国民健康保険特別会計、和光市後期高齢者医療特

別会計、和光市老人保健特別会計、和光市介護保険特別会計、和光市下水道事業特別会

計を設置しています。 

 

 

第１６条 実施計画の策定 

 （実施計画の策定） 

第１６条 市長は、毎年度、行政経営方針に基づき、実施計画を策定しなければならな

い。 

【解説】 

１ 本条は、実施計画の策定義務等について定めています。 
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２ 市長は、実施計画策定に当たり、その策定の指針となる方針（行政経営方針）を毎年

度、中期財政計画との整合性を図り策定し、この方針に基づき、各部局は目標を立て、

施策等の見直し及び改善を行い、施策等の実現を図ります。 

 

 

第１７条 個別計画の策定 

 （個別計画の策定） 

第１７条 市長は、個別計画の策定に当たっては、中期財政計画との整合性及び当該計画

に要する費用を考慮し、その実効性を高めるよう努めなければならない。 

【解説】 

  計画的な行政運営を進めるためには、総合計画に限らず予算を伴う各施策別の計画に

ついても、財源の根拠があるものとして策定することが必要です。 

  このことから、本条では、市長が予算を伴う計画を策定するに当たって、実施計画及

び中期財政計画と整合性を図り、必要となる予算の財源を明らかにすることにより、そ

の実効性を高めるよう努めなければならない旨を定めました。 

 

 

第１８条 予算の編成 

 （予算の編成） 

第１８条 市長は、予算の編成に当たっては、実施計画との整合性を図らなければならな

い。 

【解説】 

  本条は、予算の編成に当たっては、総合計画に掲げられた施策等を確実かつ効率的に

推進するための計画である実施計画及び財政について中期的な見通しである中期財政計

画との整合性を考慮し、施策等を効果的に推進するための予算を編成しなければならな

い旨を定めています。 

 

【用語の説明】 

予算 予算とは、一定期間における収入収支の見積り又は計画をいいます。予算の提案権

は、市長に専属し、議会の議決を経て、市長に財政執行権が与えられます。 

 

 

第４章 雑則 

 

第１９条 委任 

 （委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

【解説】 

 条例の施行に当たって必要となる細目的な事項については、規則、告示その他の手法で
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定めることとします。 

 

   附 則 

  

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

【解説】 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行されます。 

 


